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法律を使用した裁判について紹介する。

① 被害の実態

現在、 リベンジポルノに関する被害は年に100件ほどのペ ー スて増加している；。 被害者と加害者の関係

は、 元を含む交際相手が一番多い5。 また、 相談内容については、 2018年の場合、「画像を所持されてい

る、 撮影された」か1番多かっだ＇。 そして被害者と加害者は、 20代が1番多いという結果か出ている〗

② 法律制定とその概要

リベンジポルノに関する問題が認識されるようになったのは比較的最近のことで、 日本において認識さ

れるようになったのは2013年に東京都三鷹市で起こったストーカ ー殺人事件 8からてあろう。 この事件は

被告人が、 元交際相手てある女子高校生（当時18歳）の被害者宅に侵入の上、 被害者を刺殺したというも

のであるが、 その前後に「児童」であった時期に撮影された被害者の性的な写真をインターネソト上に陣

列していたというもので、 大きな話題を集めることとなった。 当時の谷垣禎一法務大臣は「（リベンジボ

ルノは）我が国の現在の法制でも、 ある程度想定される事案は大（本処理はできる」 ＇＇ とし、 新たな刑事立法

については慎重な立場を示していたが、 結局現行法では不十分だとされ新たな立法を求める動きか強くな

り、 その後自由民主党の議員によって、 リベンジポルノ防止法案が取りまとめられて2014年11月18日に

衆議院に提出され、 同年11月19日に成立し、 施行された。

このリベンジポルノ防止法の概要についてみると、 まず本法の目的は「私事性的画像記録の提供等によ

り私生活の平穏を侵害する行為を処罰Jすることと、「個人の名誉及び私生活の平穏の侵害による被害(1)

発生又はその拡大を防止する」ことである(1条）。 そして、 ここにいう「名誉」とは、 人の人格的価値に

対する社会的評価（外部的名器）をいい、「私生活の平穏」とは、 性的なプライバシ ー、 すなわち性に関す

る私生活上の事柄をみだりに公開されない権利ないしは自己の性的情報に関する自己決定権をいうと解さ

れている叫

次に、「私事性的画像記録」に該当するのは、 2条1項の各号で挙げられている姿態か撮影された画像の

4 内訳は女性1257件(91.6%）男性90件(8.4%)と、 女性の被害が多い。 また、 2016年に2015年より100件

ほど滅少したことがあったが、 それ以外はすべて増加している。

5 内訳については、 交際相手（元を含む）が61. 6%、 ネット関係のみの知人友人が11.19り、 それ以外の知人友人

が13.1％、関係（行為者）不明が4, 7%、配偶者（元を含む）が3.3%、職場関係者が1.8%、その他が4.4%となっ

ている。

6 それ以降については、 2番目が「画像を公表すると脅された」とあり、 3番目に「画像を公表された」と続き、

最後に「画像を送りつけられた」というようになっている 口 同報告では、 複数に該当する場合は、 それぞれに計

上されている。 さらに、 この相談内容の順位については、 2017年までと変わっている。 2017年までは、「画像を

公表すると脅された」が1番多く、 次に「画像を所持されている、 撮影された」と続き、 3番日に「画像を送りつ

けられた」となり、 最後に「画像を公表された」というようになっていた。 特に、「画像を所持されている、 撮影

された」に至っては、2017年は362件だったものが、 2018年には512件にまで増加している。 今後の推移につい

ても注目していく必要があると思われる。

7 しかし、 被害者の年齢層はその後10代、 30代、 40代、 50代、 60歳以上と続くのに対して、 加害者は、 30代、

10代、 40代、 50代、60歳以上というように多少の追いが見られる。

8 東京高立川支部判（第二次第噌草）平成29年1月24日(LEX/DB文献番号25542693)。

9 第185回国会参議院予算委員会会議録第1号(2013年10月23日）34頁。

10 I酋IIil寿「リベンジポルノ防止法について」刑事法ジャ ーナル44巻(2015年）47頁以下〈47貞） C

ー」
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電磁的記録であり、 任意に撮影を承諾した場合については、 一定の条件ドて除外される。 そして、 その画

像の具体的な内容については、 2条1項各号で規定されており、 性交または性交類似行為に係る人の姿態

(1号）、 他人が人の性器等を触る行為または人か他人の性器等を触る行為に係る人の姿態(2号）、 衣服の

全部または一部を着けない人の姿態であって、 性器等若しくはその周辺部、 臀部又は胸部のような人の殊

更に性的な部位が露出されまたは強調されているものである(3号）。 そのうち、 2号のいう性器等とは、

性器、 肛門、 または乳首のことであると規定され、 2、 3号においてそれが性欲を興甜させ、 または刺激さ

せるものである必要があると規定されている。 この法律では、 従来リベンジポルノと呼ばれてきたものか

「私事性的II1ii像記録」と呼称されているものと思われる。 これにより、 この法律では、

密にはリベンジポルノとは異なる同意なきボルノを具体的に分けることなく同ーに表すようになっている

と言えるだろう。 上記の人の姿態の定義を見ると、 児童ポルノ禁止法における 「児竜ポル／」

荷に、 姿態の主体を から 「人」に変える形で規定されている。

リベンジポルノや厳

また、 同条2項においては、「私事

性的画像記録物」についての規定が定められており、 写真 ＼ 屯磁的記録に係る記録媒体その他の物てあっ

て、 上記の各局のいずれかに掲げる人の姿態か撮影された画像を記録したものが該当する。

この法律によって罰則を受ける可能性があるのは、 私事性的画像記録を不特定または多数の者に提供し

た者であり、 その者を処洲するためには， 屯気回線を通じて提供しており、 それを第二者か撮影対象者を

特定できる方法で行っている必要がある (3条1項）。 そして、

の定義を参

この方法で、 私事性的画像記録物を不特定

もしくは多数の者に提供し、 または公然と陳列した者（同条2項）、

侶回線を通じて私事性的画像記録を提供し、 また、 私事性的画像記録物を提供した者も処洲対象となって

いる（同条3項）。 以上の刑事罰は親告罪となっている（同条4項）
；］。

(2) 日本国内の裁判

l --1本において、

これらの行為をさせる目的で、 電気通

リヘンシポルノ防止法の適用かあった裁判は4件存在する。 1つは、

る
1,。 2つめが、

リベンジポルノが行

われた場所かインタ ー ネット上でなく、 被害者の勤務先の駐車場であっても適用が認められた事例であ

リベンジポルノか行われた場所か、 海外のサー バであっても、 適用か認められた事例てあ

る 11。 3つめが、 被告人か自均のパソコンを使用してインターネットを介し、 被害者の顔を撮影した画像

デー タとともに、 同人の蕗lliした胸部等や陰部を撮影したわいせつな画像データをストレ ージサービス内

に送信して記憶、 蔵附させ、 不特定多数のインターネット利用者に対してこれらの画像等の閲覧が可能な

状態を設定し、 第三者か撮影対象者を特定できる方法で公然と陳列したこと し1を、 「第三者が撮影対象者

を特定できる方法で、 衣服の全部又は一部を着けない人の姿態であって、 殊更に人の性的な部位が蕗出さ

れ又は協調されているものであり、 かつ、 性欲を興奮させ又は刺激するものてある私事性的画像記録物を

公然と陳列するとともに、 わいせつな屯磁的記緑に係る記録媒体を公然と陳列した」 とした事例である
L〗

11 

12 

13 

14 

本法律の4条では、 所，91|「プロバイダ責任制限法」への占及か見られるが、 本稿では、 リベンジポルノを表現

の自由の観点から検討することを日的としていること、 そして文t,［の都合からプロパイダの責任については検，，寸

対象にはできないことから、 紹介のみにとどめることとする 。

福島地判郡山支部平成27年5月25「I !LEX/DB文献番号25540674)。

横浜地判平成27年6月12日(LEX/DB文献番号25447325)。

ただし、 このことを小特定多数の人物に公表するということはせず 、 被＇,打者に伝えたのみであった c




















































